
１ 広域リージョン連携に関する動き

九州地域戦略会議は、広域リージョン連携の制度を全国に先駆けて積極的に活用し、ＱＸプロジェクト
その他の取組の効果を高め、九州創生につなげていく。

広域リージョン連携

（参考：地方創生2.0基本構想より抜粋）
地域における経済活動や人々の生活は、都道府県域、市町村域に限定されるものでは

なく、地域経済の成長につながる施策が面的に展開されていく状態を創出できるよう、
地方公共団体と企業や大学、研究機関などの多様な主体が広域的に連携しながら地方創生
2.0に取り組む「広域リージョン連携」を推進する。
そのため、既存の圏域を超える広域的なプロジェクトが効果的に行われるような枠組み

を整えた上で、省庁横断的に産業振興、観光政策、インフラ整備等の取組を進めていく。

石破総理（当時）の施政方針演説Ｒ７.１.24

地方創生2.0の第５の柱として、都道府県域を超えた広域連携の新たな枠組み「広域リー
ジョン連携」が打ち出された。

持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会Ｒ７.３.27

総務省の依頼で、倉富会長と河野知事が九州地域戦略会議の共同議長として出席し、九
州の取組を紹介するとともに広域リージョン連携の制度設計への提案等を実施

九州地方知事会議・九州地域戦略会議Ｒ７.５.28・
29 経済界・知事会双方の委員から広域リージョン連携の活用への発言あり

「地方創生2.0基本構想」閣議決定Ｒ７.６.13

広域リージョン連携について、政策の５本の柱に位置付け

広域リージョン連携推進要綱制定Ｒ７.９.２



【10月20日済】
※ 各県・団体の予算化も含めて各ＰＪでの協議も並行して実施
※ スケジュールは、今後国が提示する予定
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